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第２１章 開発審査会 

第１節 不服申立て（法第５０条、第５１条） 

 

１ 開発許可等の処分又はこれに係る不作為に関する不服申立て 

（不服申立て） 

法第５０条  第２９条第１項若しくは第２項、第３５条の２第１項、第４１条第２項

ただし書、第４２条第１項ただし書若しくは第４３条第１項の規定に基づく処分若し

くはその不作為又はこれらの規定に違反した者に対する第８１条第１項の規定に基づ

く監督処分についての審査請求は、開発審査会に対してするものとする。この場合に

おいて、不作為についての審査請求は、開発審査会に代えて、当該不作為に係る都道

府県知事に対してすることもできる。 

２ 開発審査会は、前項前段の規定による審査請求がされた場合においては、当該審査

請求がされた日（行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２３条の規定により

不備を補正すべきことを命じた場合にあっては、当該不備が補正された日）から二月

以内に、裁決をしなければならない。 

３ 開発審査会は、前項の裁決を行う場合においては、行政不服審査法第２４条の規定

により当該審査請求を却下する場合を除き、あらかじめ、審査請求人、処分をした行

政庁その他の関係人又はこれらの者の代理人の出頭を求めて、公開による口頭審理を

行わなければならない。 

４ 第１項前段の規定による審査請求については、行政不服審査法第３１条の規定は適

用せず、前項の口頭審査については、同法第９条第３項の規定により読み替えられた

同法第３１条第２項から第５項までの規定を準用する。 

 

〈解 説〉 

 法第５０条は、開発許可等の処分又はこれに係る不作為に関する不服申立てについて

規定されています。開発許可等の処分等に関する不服申立ては、法第５０条から第５２

条が、特別法として、行政不服審査法に優先して適用されますので、法第５０条第１項

に掲げる事項に関する審査請求は、開発審査会に対し審査請求を行うことになります。 

開発審査会で処理することとされている理由として、特に第三者による公正な判断が

必要であること、専門的な知識を必要とすること、迅速な処理を要すること等が挙げら

れます。 
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（１）開発審査会に対する審査請求の対象となる事項 

 

都市計画法の条文 内  容 

法第２９条第１項又は第２項 開発許可 処
分
又
は
こ
れ
に
係

る
不
作
為 

法第３５条の２第1項 変更許可 

法第４１条第２項ただし書 建築物の形態制限を定めた場合の制限以外の建築の許可 

法第４２条第１項ただし書 予定建築物等以外の建築等の許可 

法第４３条第１項 建築等の許可(旧既存宅地確認を含む。) 

法第８１条第１項 上記の規定に違反した者に対する監督処分 

（２）開発審査会に対する審査請求 

 本市の場合は、埼玉県開発審査会に対し審査請求を行うことになります。   

 

（３）開発審査会以外に対する不服申立て 

法第５０条第１項に掲げる処分又は不作為以外のものについては、開発審査会に

審査請求をすることはできません。その場合は、行政不服審査法に基づき、八潮市

長に対する審査請求を行うことになります。 

 

（４）審査請求人の資格 

審査請求ができる者について、行政不服審査法では「行政庁の処分に不服のある

者」（同法第４条）及び「不作為に係る処分その他の行為を申請した者」（同法第７

条）とのみ定められていますが、最高裁判所の判例では、「対象となる処分について

審査請求をする法律上の利益がある者、すなわち、当該処分により自己の権利若し

くは法律上保護された利益を侵害され又は必然的に侵害されるおそれのある者」と

され、取消訴訟の原告適格と同様に解されています。また、学説の中には、行政不

服審査法第４条では「行政庁の処分に不服がある者は（略）審査請求又は異議申立

てをすることができる」（改正行政不服審査法第２条では「行政庁の処分に不服があ

る者は（略）審査請求をすることができる」）という文言が用いられていること、

「国民の権利利益の簡易迅速な救済」とともに「行政の適正な運営」も同法第１条

第１項で明示されていることを根拠に、不服申立て資格を取消訴訟の原告適格の範

囲よりも緩やかに解すべきであるとの見解もあります。 

 

（５）審査請求人の代表者等の資格の証明（行政不服審査法第１３条） 

審査請求人によっては代表者若しくは管理人、総代又は代理人の資格を証明する

書類が必要で、一般的に次のとおりです。 

ア 法人の場合 

代表者が分かるものとして、商業登記簿・法人登記簿の謄本・抄本 

イ 法人格なき社団又は財団の場合 
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２ 審査請求のできる期間 

行政不服審査法 

（審査請求期間） 

第１８条 処分についての審査請求は、処分があったことを知った日の翌日から起算し

て三月（当該処分について再調査の請求をしたときは、当該再調査の請求についての

決定があったことを知った日の翌日から起算して一月）を経過したときは、すること

ができない。ただし、正当な理由があるときは、この限りでない。 

２ 処分についての審査請求は、処分（当該処分について再調査の請求をしたときは、

当該再調査の請求についての決定）があった日の翌日から起算して一年を経過したと

きは、することができない。ただし、正当な理由があるときは、この限りでない。 

３ 次条に規定する審査請求書を郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律

（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条

第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便で提出した場

合における前２項に規定する期間（以下「審査請求期間」という。）の計算について

は、送付に要した日数は、算入しない。 

 

〈解 説〉 

（１）処分についての審査請求期間 

ア 「処分があったことを知った日」について、判例では、「処分のあったことを

『現実に知った日』を原則としつつ、一定の事情のもとで、社会通念上処分があ

ったことが当事者の知り得るべき状態に置かれたときは、反証のない限りその処

分があったことを知ったものと推定する」とされています。 

イ 「天災その他…やむを得ない理由」について、判例では「地震・暴風・落雷等

の自然現象、火災・交通の途絶等人為による異常な災害に起因する場合等、その

責めに帰することができない理由に起因する場合をいう」とされています。 

ウ 原則として、処分の相手方が処分を知っていたか否かにかかわらず、処分があ

った日の翌日から１年を経過したときには、審査請求はできません。 

エ 法定期間経過後の審査請求は、「やむを得ない理由」「正当な理由」（改正行政不

代表者が分かるものとして、資格選任についての定款又は規約 

ウ 総代をおく場合 

互選書（総代選任書）（書式は任意） 

総代とは、多数人が共同して不服申立てを行う場合に、手続の便宜上、３人を

超えない範囲で代表者を互選することを指します。 

（６）代理人をおく場合 

委任状（書式は任意です） 

法定代理人の場合は、戸籍謄本又は抄本 
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服審査法施行後は「正当な理由」のみ）がなければ、却下されます。 

オ 処分庁が誤って法定の期間より長い期間を審査請求期間として教示した場合、

その期間内に審査請求されたときは、法定期間内にされたものとみなされます。 

（２）不作為についての審査請求期間 

不作為にかかる審査請求期間は、不作為状態が続いている限り無制限であり、い

つでもすることができます。 

 

３ 審査請求の方法 

行政不服審査法 

（審査請求書の提出） 

第１９条 審査請求は、他の法律（条例に基づく処分については、条例）に口頭でする

ことができる旨の定めがある場合を除き、政令で定めるところにより、審査請求書を

提出しなければならない。  

  

 

〈解 説〉 

審査請求を行う場合、審査請求書及び添付資料は、２通を提出します。書類又は電

子情報処理組織による申立てにより、①簡易迅速な処理、②不服申立ての内容の明確

化、等が図られます。 

また、審査庁（開発審査会）と処分庁（許可権者）の両方で事務を迅速に行うため

に、正副２通を提出することとなっています。 

 

４ 審査請求書の記載事項 

行政不服審査法 

（審査請求書の提出） 

第１９条 （略） 

２ 処分についての審査請求書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 審査請求人の氏名又は名称及び住所又は居所 

二 審査請求に係る処分の内容 

三 審査請求に係る処分（当該処分について再調査の請求についての決定を経たとき

は、当該決定）があったことを知った年月日 

四 審査請求の趣旨及び理由 

五 処分庁の教示の有無及びその内容 

六 審査請求の年月日 

３ 不作為についての審査請求書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 審査請求人の氏名又は名称及び住所又は居所 

二 当該不作為に係る処分についての申請の内容及び年月日 
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三 審査請求の年月日 

４ 審査請求人が、法人その他の社団若しくは財団である場合、総代を互選した場合、

又は代理人によって審査請求をする場合には、審査請求書には、第２項各号又は前項

各号に掲げる事項のほか、その代表者若しくは管理人、総代又は代理人の氏名及び住

所又は居所を記載しなければならない。 

５ 処分についての審査請求書には、第２項及び前項に規定する事項のほか、次の各号

に掲げる場合においては、当該各号に定める事項を記載しなければならない。 

一 第５条第２項第１号の規定により再調査の請求についての決定を経ないで審査請

求をする場合 再調査の請求をした年月日 

二 第５条第２項第２号の規定により再調査の請求についての決定を経ないで審査請

求をする場合 その決定を経ないことについての正当な理由 

三 審査請求期間の経過後において審査請求をする場合 前条第１項ただし書又は第

２項ただし書に規定する正当な理由 

 

〈解 説〉 

 審査請求を行うには、形式的要件を備えていることが必要です。必要事項が記載さ

れていない場合や十分な記載がされていない場合には、審査庁（開発審査会）は、補

正できるものについては補正を命じます。 

  

（１）審査請求の趣旨 

「趣旨」とは、審査請求人が審査庁（開発審査会）にどのような処分を求めるの

かを明らかにすることを指します。例えば「埼玉県八潮市長が、平成○年○月○日

にＡに対して行った都市計画法第２９条第１項の開発許可申請に対する不許可処分

の取消しを求める」等がこれに当たります。 

（２）審査請求の理由 

「理由」とは、審査請求人が、「趣旨」で求めた処分について、その処分を求める

根拠を明らかにすることを指します。「理由」には、具体的な事実関係・法的根拠等

を簡潔かつ明瞭に記載する必要があります。 

例えば、都市計画法第３３条第１項では「都道府県知事は、開発許可の申請があ

った場合において、当該申請に係る開発行為が、次に掲げる基準（略）に適合して

おり、かつ、その申請手続がこの法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反して

いないと認めるときは、開発許可をしなければならない。」と規定されています。そ

こで、開発許可処分が違法なものであるとして当該許可の取消しを求める審査請求

における「理由」の例としては、「八潮市長がＡに対し、Ａの開発許可申請が都市計

画法第３３条第１項第２号の基準に適合していないにもかかわらず許可したことは

違法な処分である。この違法な処分により審査請求人Ｂは○○という権利を侵害さ

れた。」が挙げられます。 
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また、証拠書類又は証拠物を引用する際には、例えば「甲第○号証から明らかな

ように、」等の標記により、証拠書類等と理由との関連を明確にする必要がありま

す。 

なお、「理由」については、申立て期間経過後でも、裁決があるまでの間はいつで

も追加することができます。 

（３）証拠書類等 

審査請求人又は参加人は、証拠書類又は証拠物を提出することができます。ただ

し、審査庁（開発審査会）が、証拠書類等を提出すべき相当の期間を定めたとき

は、その期間内に提出する必要があります。また、証拠書類等を提出する際には、

「甲第○号証」等の資料番号を付し、審査請求書の末尾に証拠書類等の資料番号・

資料名・提出部数を記載します。 

 

（４）審査請求書の受理 

「受理」は、審査請求書が①法定期間内のものか、②必要事項を記載したものか等

の形式的要件に合致するか否かの審査を経て、合致している場合に行われます。形

式的な不備がある場合には、補正を待って受理されます。 

 

５ 弁明書の提出 

行政不服審査法 

（弁明書の提出） 

第２９条 審理員は、審査庁から指名されたときは、直ちに、審査請求書又は審査請求

録取書の写しを処分庁等に送付しなければならない。ただし、処分庁等が審査庁であ

る場合には、この限りでない。 

２ 審理員は、相当の期間を定めて、処分庁等に対し、弁明書の提出を求めるものとす

る。 

３ 処分庁等は、前項の弁明書に、次の各号の区分に応じ、当該各号に定める事項を記

載しなければならない。 

一 処分についての審査請求に対する弁明書 処分の内容及び理由 

二 不作為についての審査請求に対する弁明書 処分をしていない理由並びに予定さ

れる処分の時期、内容及び理由 

４ 処分庁が次に掲げる書面を保有する場合には、前項第１号に掲げる弁明書にこれを

添付するものとする。 

一 行政手続法（平成５年法律第８８号）第２４条第１項の調書及び同条第３項の報

告書 

二 行政手続法第２９条第１項に規定する弁明書 

５ 審理員は、処分庁等から弁明書の提出があったときは、これを審査請求人及び参加

人に送付しなければならない。 
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〈解 説〉 

審査庁（開発審査会）は、審査請求を受理したときは、副本を処分庁（許可権者）に

送り、弁明書の提出を求めることができます。 

また、処分庁は、当該処分の理由となった事実を証する書類等を審査庁に提出するこ

とができます。 

 

６ 反論書の提出 

行政不服審査法 

（反論書等の提出） 

第３０条  審査請求人は、前条第５項の規定により送付された弁明書に記載された事

項に対する反論を記載した書面（以下「反論書」という。）を提出することができる。

この場合において、審理員が、反論書を提出すべき相当の期間を定めたときは、その期

間内にこれを提出しなければならない。 

（以下略） 

 

〈解 説〉 

反論書が期限内に提出されない場合、審査庁（開発審査会）は反論書をまたずに裁決

することができます。 

また、審査請求人は、すでに提出している書類で十分であると考える場合には、反論

書の提出をする必要はありません。 

 

（１）公開による口頭審理（法第５０条第３項） 

開発審査会の処理する審査請求では、法第５０条第３項に基づき公開による口頭

審理が義務づけられています。 

口頭審理は、当事者の真意を十分に把握し、主張の矛盾や不完全な部分を釈明す

ることによって、論点や争点を明確にするために行われます。 

また、開発審査会の審理は、一般住民にとっても密接な利害関係を有するもので

あり、財産権に重大な制約を課すものであることから、その公正さを確保するため

に公開で行うこととされています。 

 

（２）参加人等、次の者は審査庁（開発審査会）の許可を受けた上で、公開口頭審理に

参加することができます。 

ア 参加人（行政不服審査法第２４条（改正行政不服審査法第１３条）） 

審査請求の結果に対して直接影響を受ける利害関係人である第三者 

イ 補佐人（行政不服審査法第２５条第２項（改正行政不服審査法第３１条第３

項）） 

専門的知識を有する者等、陳述を補佐する者 
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７ 裁決 

行政不服審査法 

第５節 裁決 

（略） 

（処分についての審査請求の却下又は棄却） 

第４５条 処分についての審査請求が法定の期間経過後にされたものである場合その他

不適法である場合には、審査庁は、裁決で、当該審査請求を却下する。 

２ 処分についての審査請求が理由がない場合には、審査庁は、裁決で、当該審査請求

を棄却する。 

３ 審査請求に係る処分が違法又は不当ではあるが、これを取り消し、又は撤廃するこ

とにより公の利益に著しい障害を生ずる場合において、審査請求人の受ける損害の程

度、その損害の賠償又は防止の程度及び方法その他一切の事情を考慮した上、処分を

取り消し、又は撤廃することが公共の福祉に適合しないと認めるときは、審査庁は、

裁決で、当該審査請求を棄却することができる。この場合には、審査庁は、裁決の主

文で、当該処分が違法又は不当であることを宣言しなければならない。 

（処分についての審査請求の認容） 

第４６条 処分（事実上の行為を除く。以下この条及び第４８条において同じ。）につ

いての審査請求が理由がある場合（前条第３項の規定の適用がある場合を除く。）に

は、審査庁は、裁決で、当該処分の全部若しくは一部を取り消し、又はこれを変更す

る。ただし、審査庁が処分庁の上級行政庁又は処分庁のいずれでもない場合には、当

該処分を変更することはできない。 

２ 前項の規定により法令に基づく申請を却下し、又は棄却する処分の全部又は一部を

取り消す場合において、次の各号に掲げる審査庁は、当該申請に対して一定の処分を

すべきものと認めるときは、当該各号に定める措置をとる。 

一 処分庁の上級行政庁である審査庁 当該処分庁に対し、当該処分をすべき旨を命

ずること。 

二 処分庁である審査庁 当該処分をすること。 

３～４（略） 

第４７条 事実上の行為についての審査請求が理由がある場合（第４５条第３項の規定

の適用がある場合を除く。）には、審査庁は、裁決で、当該事実上の行為が違法又は

不当である旨を宣言するとともに、次の各号に掲げる審査庁の区分に応じ、当該各号

に定める措置をとる。ただし、審査庁が処分庁の上級行政庁以外の審査庁である場合

には、当該事実上の行為を変更すべき旨を命ずることはできない。 

一 処分庁以外の審査庁 当該処分庁に対し、当該事実上の行為の全部若しくは一部

を撤廃し、又はこれを変更すべき旨を命ずること。 

二 処分庁である審査庁 当該事実上の行為の全部若しくは一部を撤廃し、又はこれ

を変更すること 
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（不利益変更の禁止） 

第４８条 第４６条第１項本文又は前条の場合において、審査庁は、審査請求人の不利

益に当該処分を変更し、又は当該事実上の行為を変更すべき旨を命じ、若しくはこれ

を変更することはできない。 

（不作為についての審査請求の裁決） 

第４９条 不作為についての審査請求が当該不作為に係る処分についての申請から相当

の期間が経過しないでされたものである場合その他不適法である場合には、審査庁

は、裁決で、当該審査請求を却下する。 

２ 不作為についての審査請求が理由がない場合には、審査庁は、裁決で、当該審査請

求を棄却する。 

３ 不作為についての審査請求が理由がある場合には、審査庁は、裁決で、当該不作為

が違法又は不当である旨を宣言する。この場合において、次の各号に掲げる審査庁

は、当該申請に対して一定の処分をすべきものと認めるときは、当該各号に定める措

置をとる。 

一 不作為庁の上級行政庁である審査庁 当該不作為庁に対し、当該処分をすべき旨

を命ずること。 

二 不作為庁である審査庁 当該処分をすること。 

４～５（略） 

 

〈解 説〉 

「裁決」とは、審査請求に対する審査庁（開発審査会）の判断を示す行為です。 

裁決は、書面で行い、かつ、理由を附し、審査庁が記名押印します。これが裁決書で

す。裁決は審査請求人（審査請求人が処分の相手方以外の者であり、かつ、裁決が処分

の取消し又は変更である場合には、審査請求人及び処分の相手方）に裁決書の謄本を送

達（郵便によるのが通例です）することによって効力を生じます。なお、裁決書の謄本

は、参加人及び処分庁にも送付しなければなりません。 

処分庁（許可権者）は、裁決で処分が取り消されたときは、裁決の趣旨に従って、あ

らためて申請に対する処分を行うことになります。 

また、審査庁は、不作為に対する審査請求について、却下又は棄却以外の裁決を行う

場合、不作為庁（許可権者）に対し、速やかに申請に対する何らかの行為をすべきこと

を命じるとともに、裁決でその旨を宣言します。この場合、「何らかの行為」について、

「許可すること」又は「不許可とすること」等と、処分庁が行うべき処分を特定するこ

とはできないと解されています。 

 

審査庁は、裁決をしたときは、速やかに提出された証拠書類等を提出人に返還しなけ

ればなりません。 

 



- 280 - 

 

 行政不服審査法における裁決は、次のとおりです。 

（１）「却下」：（改正行政不服審査法第４５条第１項、第４９条第１項） 

審査庁（開発審査会）が判断を行うためには、審査請求が適法になされているこ

とが必要です。「却下」とは、審査請求が不適法であるため、処分等が違法又は不当

か否かの判断を行わないことを指します。 

具体的には、次のような場合に却下の裁決が行われます。 

ア 審査請求が法定の期間経過後にされたものであるとき 

イ 権限のない審査庁にされた審査請求であるとき 

ウ 審査請求の対象が「処分」又は「不作為」に該当しないとき 

エ 審査請求書の記載に形式的な不備があるとき。また、補正命令に応じなく補正

されないとき 

オ 審査請求の利益がないとき 

審査請求を行うには、審査請求を行う利益がなければなりません。不服申立て

制度は「簡易迅速な手続による国民の権利利益の救済を図るとともに、行政の適

正な運営を確保する」ことを目的としているので、審査請求は違法・不当な行政

行為等によって自己の権利、利益を侵害された者（審査請求の利益を有する者）

がすることができるとされ、審査請求によって解決できる具体的な訴えでない、

例えば抽象的な法令解釈等は却下せざるをえないと考えられています。 

（２）「棄却」：（改正行政不服審査法第４５条第２項、第４９条第２項） 

審査請求に理由がないとき（審査請求人によって主張された違法又は不当の事由

が存在しないとき）は、棄却の裁決が行われます。 

（３）「取消又は変更」：（改正行政不服審査法第４６条） 

   審査庁が、処分についての審査請求に理由があると認めるとき（処分庁の処分が

違法又は不当であると認めるとき）には、処分の全部又は一部の「取消」又は「変

更」の裁決が行われます。 

   ただし、審査庁が「処分庁（許可権者）の上級行政庁」又は「処分庁（許可権

者）」のいずれでもない場合には、「変更」をすることはできません。（開発審査会は、

「処分庁（許可権者）の上級行政庁」、「処分庁（許可権者）」のいずれでもないため、

「変更」はできません。） 

   「取消」を行う場合において、審査庁である「処分庁（許可権者）の上級行政

庁」が当該申請に対して一定の処分をすべきものと認めたときは、審査庁は、処分庁

に対し、当該処分をすべき旨を命じ、また、審査庁である「処分庁（許可権者）」が

当該申請に対して一定の処分をすべきものと認めたときは、審査庁である「処分庁

（許可権者）」は当該処分を行います。 

（４）「宣言」：（行政不服審査法第４９条第３項） 

   審査庁が、不作為についての審査請求に理由があると認めるとき（処分庁が処分

を行わないことを違法又は不当であると認めるとき）には、当該不作為が違法又は不
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当である旨の「宣言」の裁決が行われます。 

   この場合において、審査庁である「不作為庁（許可権者）の上級行政庁」が当該

申請に対して一定の処分をすべきものと認めたときは、審査庁は、不作為庁に対し、

当該処分をすべき旨を命じ、また、審査庁である「不作為庁（許可権者）」が当該申

請に対して一定の処分をすべきものと認めたときは、審査庁である「不作為庁（許可

権者）」は当該処分を行います。（開発審査会は、「処分庁（許可権者）の上級行政

庁」、「処分庁（許可権者）」のいずれでもないため、処分を命じる又は処分をするこ

とはありません。） 

８ 処分の執行不停止の原則（行政不服審査法第２５条）） 

審査請求の提起は執行停止の効果を有しないため、審査請求がなされた場合でもそ

の処分の執行は停止されず、処分庁（許可権者）は、処分を執行することができま

す。これは、審査請求が濫用されることにより行政が滞り、公益上重大な障害が生じ

ることを防ぐためです。 

しかし、審査請求の審査をしている間に開発行為が完了し、審査請求の申立てが意

味を失うことを防ぐために、審査請求人は処分の停止を審査庁（開発審査会）に申立

てることができます。 

審査庁は、執行停止の申立てを受けた場合、処分の執行によって生じる重大な損害

を避けるために緊急の必要があると認められるときは、執行停止をしなければいけま

せん。 

ただし、執行停止を行うことが①「公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがある

とき」、②「理由がないとき」に該当するときは、執行停止は認められません。 

なお、処分の一部だけを停止したり、処分の執行を停止すべき時期・期間・方法だ

けを定めることもできます。 

 

９ 再審査請求 

再審査請求の制度は、平成１２年度の都市計画法改正によって廃止されました。 
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（参考例・・・代理人をおかない場合） 

○○年○○月○○日 

 （あて先） 

 埼玉県開発審査会会長  

 

審査請求人 ○○ ○○ 印 

 

審 査 請 求 書 

 次のとおり審査請求をします。 

１ 審査請求人の住所・氏名・年齢 

 (１) 住所 ○○県○○市○丁目○番○号 

 (２) 氏名 ○○ ○○ 

 (３) 年齢 ○○歳 

 

２ 審査請求に係る処分 

 八潮市長が○○年○○月○○日付けで○○○○に対して行った都市計画法第○○

条○項○号に基づく○○処分 

 

３ 審査請求に係る処分があったことを知った日 

 ○○年○○月○○日 

 

４ 審査請求の趣旨 

 「２記載の処分を取り消す。」との裁決を求める。 

 

５ 審査請求の理由 

・２記載の処分は都市計画法第○○条の基準に適合しておらず、違法な処分であ

る。 

・違法な処分が行われた結果、審査請求人は○○という権利を侵害された。 

 

６ 処分庁の教示の有無及びその内容 

「この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して○○以内に、埼玉県開発審査会に対して審査請求をすることができま

す。」との教示があった。 

 

７ 添付資料 

土地登記簿謄本（甲第１号証）又は土地登記事項証明書 １通 

（埼玉県○○市大字○○字○○△△番地及び同△△番地） 
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（参考例・・・代理人をおく場合） 

○○年○○月○○日 

（あて先）  

 埼玉県開発審査会会長  

審査請求人 ○○ ○○ 

同 代理人  ○○ ○○印 

 

審 査 請 求 書 

 次のとおり審査請求をします。 

１ 審査請求人の住所・氏名・年齢 

 (１) 住所 ○○県○○市○丁目○番○号 

 (２) 氏名 ○○ ○○ 

 (３) 年齢 ○○歳 

 

２ 代理人の住所・氏名・年齢 

 (１) 住所 ○○県○○市○○町○丁目○番○号 

 (２) 氏名 ○○ ○○ 

 (３) 年齢 ○○歳 

 

３ 審査請求に係る処分 

八潮市長が○○年○○月○○日付けで審査請求人に対して行った都市計画法第○

○条○項○号に基づく○○処分 

 

４ 審査請求に係る処分があったことを知った日 

 ○○年○○月○○日 

 

５ 審査請求の趣旨 

 「３記載の処分を取り消す。」との裁決を求める。 

 

６ 審査請求の理由 

・３記載の処分は都市計画法第○○条の基準に適合しておらず、違法な処分であ

る。 

・違法な処分が行われた結果、審査請求人は○○という権利を侵害された。 

 

７ 処分庁の教示の有無及びその内容 

「この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して○○以内に、埼玉県開発審査会に対して審査請求をすることができま

す。」との教示があった。 

 

８ 添付資料 

 (１) 委任状１通 

 (２) 土地登記簿謄本（甲第１号証）又は土地登記事項証明書 １通 

（埼玉県○○市大字○○字○○△△番地及び同△△番地） 
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審査請求事務処理手続概略 

 

 

 

 

 

（審査請求人） （処分庁） （審査庁） 

※
期
間 

※ 
 

14(18) 

※書面審理 25Ⅰ 
       (削除) 

却下 
棄却 
取消裁決 

処分 

※ 教示 57(82) 
※ 誤って教示した場合の救済 18,19(22,45) 

審査請求書の提出 審査請求書の受理 

審査請求書の審査 25(31) 

補正命令 21(23) 

審査請求の補正 

不適法な審査請求の却下 40Ⅰ(45Ⅰ) 

弁明書の提出 

弁明書副本送付 22Ⅴ(29Ⅴ) 

反論書提出期間の通知 23(30) 

反論書提出 23 

審査請求書の審理 25(31) 

公開による口頭審理 

（都市計画法第５０条第３項） 

 謄本送付 42(51) 

※拘束力 43(52) 

審査請求書副本送付 22(29) 

弁明書提出要求 22(29) 

 
裁決 40,51 

 （45,46,49） 

※審査請求書の記載事項 15(19) 
１ 審査請求人の氏名・年齢又は名称、住所 
  （氏名又は名称及び住所又は居所） 
２ 審査請求に係る処分（処分の内容） 
３ 審査請求に係る処分があったことを知っ 
 た年月日 
４ 審査請求の趣旨及び理由 
５ 処分庁の教示の有無及びその内容 
６ 審査請求の年月日 

 （凡例）ゴシック数字は、行政不服審査法の条文を示す。 
     （）内は改正行政不服審査法の条文等を示す。 
 ※例 行政不服審査法第４０条第２項 
        改正行政不服審査法第４５条第２項：40Ⅱ(45Ⅱ) 
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第２節 開発審査会（法第７８条） 

 

（開発審査会） 

法第７８条 第５０条第１項に規定する審査請求に対する裁決その他この法律により

その権限に属させられた事項を行わせるため、都道府県及び指定都市等に、開発審

査会を置く。 

２ 開発審査会は、委員５人以上をもって組織する。 

３ 委員は、法律、経済、都市計画、建築、公衆衛生又は行政に関しすぐれた経験と

知識を有し、公共の福祉に関し公正な判断をすることができる者のうちから、都道

府県知事又は指定都市等の長が任命する。 

４ 次の各号のいずれかに該当する者は、委員となることができない。 

一 破産者で復権を得ない者 

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることが

なくなるまでの者 

５ 都道府県知事又は指定都市等の長は、委員が前項各号のいずれかに該当するに至

ったときは、その委員を解任しなければならない。 

６ 都道府県知事又は指定都市等の長は、その任命に係る委員が次の各号のいずれか

に該当するときは、その委員を解任することができる。 

一 心身の故障のため職務の執行に堪えないと認められるとき。 

二 職務上の義務違反その他委員たるに適しない非行があると認められるとき。 

７ 委員は、自己又は３親等以内の親族の利害に関係のある事件については、第５０

条第１項に規定する審査請求に対する裁決に関する議事に加わることができない。 

８ 第２項から前項までに定めるもののほか、開発審査会の組織及び運営に関し必要

な事項は、政令（政令第４３条）で定める基準に従い、都道府県又は指定都市等の条例で定

める。 

（開発審査会の組織及び運営に関する基準）  

政令第４３条  法第７８条第８項の政令で定める基準は、次に掲げるとおりとする。 

一 開発審査会に会長を置き、委員の互選によってこれを定めるものとする。 

二 会長に事故があるときは、委員のうちから会長があらかじめ指名する者がその

職務を代理するものとする。 

三 開発審査会は、会長（会長に事故があるときは、その職務を代理する者。次号

において同じ。）のほか、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことがで

きないものとする。 

四 開発審査会の議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長

の決するところによるものとする。 
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〈解 説〉 

１ 開発審査会の設置 

開発審査会は、地方自治法第１３８条の４第３項の規定により、法第７８条第１項の

定めるところにより設置される地方公共団体の執行機関の附属機関です。開発審査会

は法第７８条第１項の規定により、都道府県、指定都市、中核市及び施行時特例市に

設置されます。 

なお、本市は、埼玉県開発審査会が審査庁となります。 

 

２ 開発審査会の組織 

法第７８条第８項の規定により、開発審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、政

令第４３条で定める基準に従い、都道府県又は指定都市等が条例で定めることとされ

ています。 

また、地方自治法第２０２条の３第３項において、附属機関の庶務は、原則としてそ

の属する執行機関において所掌するものとされています。 

 

３ 開発審査会の権限に属された事項 

開発審査会の権限に属された事項は、以下のとおりです。 

（１）市街化調整区域に係る開発行為のうち、法第３４条第１４号の規定に基づき許可

権者が開発許可をしようとする場合の当該事案についての審議 

（２）市街化調整区域のうち開発許可を受けた開発区域以外の区域における建築物の新

築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設のうち、令第３６条第１

項第３号ホの規定に基づき許可権者が建築許可をしようとする場合の当該事案につ

いての審議 

（３）法第５０条の規定に基づく開発許可処分等についての審査請求に対する裁決 

 
執行機関の附属機関に関する条例（昭和２８年条例第１７号） 
第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項に規定する県の執行
機関の附属機関（以下「附属機関」という。）について必要な事項を定めることを目的とする。第２条 
（略） 

第３条 附属機関の委員その他の構成員（以下「委員等」という。）の報酬の額は、委員等が、会議に出
席し、又はその職務により勤務した日１日について１万６２００円以内とする。 

第４条 委員等が職務のため旅行したときは、特別の事情がある場合を除き、一般職の職員に支給する額
に相当する額をその費用として弁償する。 

第５条 報酬及び費用弁償の支給方法は、一般職の職員の給料及び旅費支給の例による。但し、費用弁償
の計算方法における起点は、その居住する市町村の区域とする。 

第６条 附属機関の組織、会議その他附属機関について必要な事項は、法律若しくはこれに基く政令又は
この条例に定めるものの外、当該執行機関が定める。 

埼玉県開発審査会規則（平成１７年規則第１０５号） 
（趣旨） 
第１条 この規則は、執行機関の附属機関に関する条例（昭和２８年埼玉県条例第１７号）第６条の規定
に基づき、埼玉県開発審査会（以下「審査会」という。）について必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 
第２条 審査会は、委員７人をもって組織する。 
２ 審査会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、専門委員を置くことができる。 
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（委員） 
第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
２ 委員は、再任されることができる。 
（専門委員） 
第４条 専門委員は、学識経験のある者、県議会の議員及び公募により募集した者のうちから、知事が委
嘱する。 

２ 専門委員の任期は、当該特別の事項を調査審議する期間とする。 
（会長） 
第５条 審査会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 
２ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 
３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。 
（会議） 
第６条 審査会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 
２ 審査会は、会長（会長に事故があるときは、その職務を代理する者）のほか、委員の過半数の出席が
なければ、会議を開き、議決をすることができない。 

３ 審査会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 
４ 前項の場合において、議長は、委員として議決に加わることができない。 
（関係者の出席） 
第７条 審査会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて、意見を聴くことができる。 
（会議の公開） 
第８条 審査会の会議は、公開する。ただし、出席した委員の３分の２以上の多数で議決したときは、公
開しないことができる。 

（議事録） 
第９条 議長は、議事録を作成しなければならない。 
２ 議事録には、議長のほか、出席した委員のうちから議長が指名する２人の委員が署名し、又は記名押
印しなければならない。 

（庶務） 
第１０条 審査会の庶務は、都市整備部都市計画課において処理する。 
（委任） 
第１１条 この規則に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

埼玉県開発審査会運営規程（埼玉県開発審査会決議 平成２２年４月１日改正） 
（趣旨） 
第１条 この規程は、埼玉県開発審査会規則（平成１７年埼玉県規則第１０５号）第１１条の規定に基づ
き、埼玉県開発審査会（以下「審査会」という。）の運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（審議事項） 
第２条 審査会は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）（以下「法」という。）第５０条第１項に規
定する審査請求に対する裁決その他この法律によりその権限に属させられた事項の他、次に掲げる事項
について審議する。 

１ 埼玉県都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例（平成１３年埼玉県条例第６１号。以下
「県条例」という。）第４条第１項の規定に基づいて、埼玉県知事（以下「県知事」という。）が指定、
変更、又は廃止しようとする土地の区域 

２ 県条例第５条第１項ただし書の規定に基づいて、県知事が指定、変更又は廃止しようとする、開発区
域及びその周辺の地域における環境の保全上支障があると認められる予定建築物の用途 

３ その他審査会の意見を求めることについて審査会の了解を得た事項 
（招集） 
第３条 審査会の会議は、会長が招集する。 
２ 会長は、開会の３日前までに会議の日時、場所及び議案を示して、招集の通知をしなければならな
い。ただし、緊急を要する場合は、この限りではない。 

（幹事会） 
第４条 審査会には、幹事若干人を置く。 
２ 開発審査会幹事会（以下「幹事会」という。）は、審査会に諮る事項等について農業政策、商工政策、
土地政策、環境政策、都市計画、建築行政、生活衛生、開発許可等の観点から事前調整を行うこととす
る。  

３ 幹事には、前項の事務を所管する課の課長を充てることとし、会長は、毎年４月１日付けで幹事名簿
を作成する。次年度までに組織改正等により、幹事に変更があった場合には、すみやかにこれを変更す
る。 

４ 幹事は、会長の命を受け、審査会の事務を処理する。 
（幹事会の招集及び運営） 
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第５条 幹事会は、審査会長が招集する。 
２ 幹事会は、審査会開催のおおむね２週間前に開催する。 
３ 幹事会には、幹事のほか審議の内容に関係する課も出席できることとする。 
４ 前項の場合、会長は該当する課に対し、幹事会への出席を依頼する。 
５ 幹事会の進行は都市整備部都市計画課（以下「都市計画課」という。）が行う。 
６ 幹事会において、条件又は意見が付されたときは、都市計画課はその条件又は意見等を速やかに諮問
者に伝える。 

７ 諮問者は、前項の条件又は意見等の調整が所定の期日までに完了しない案件については都市計画課に
連絡し、その取扱いについて協議する。 

８ 都市計画課は、幹事会での審議結果を審査会に報告する。 
９ 幹事会の庶務は、都市計画課において処理する。 
（議事録） 
第６条 会長は、審査会の議事について、次に掲げる事項を記載した議事録を作成しなければならない。 
１ 会議の日時及び場所 
２ 出席及び欠席した委員及び幹事の氏名 
３ 議案の内容 
４ 議決又は裁決事項 
５ 議事の経過 
６ 賛否の数 
７ 前各号に掲げるもののほか、会長が必要と認めた事項 
（審査請求人等の出頭を求める場合の措置） 
第７条 審査会は、法第５０条第３項の規定に基づき審査請求人、処分庁その他の関係人又はこれらの代
理人の出頭を求めるときは、書面をもって行うものとする。 

（委任） 
第８条 この規程に定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は会長が定める。 

 

４ 埼玉県開発審査会の組織 

法第７８条第８項の規定について、埼玉県では、執行機関の附属機関に関する条例及

び埼玉県開発審査会規則を定めています。 

埼玉県開発審査会の庶務は、埼玉県行政組織規則第１８７条及び埼玉県開発審査会規

則第１０条により埼玉県都市整備部都市計画課が行います。なお、埼玉県開発審査会

は、原則として年６回、おおむね奇数月に開催されています。 

 

５ 県条例で埼玉県開発審査会の権限に属された事項 

法令で開発審査会の権限に属された事項のほか、法第３４条第１１号の規定に基づい

て定められた県条例第４、５条において、区域指定や例外的な用途を定める際等の審議

が追加されました。 

 

県条例第４条 

２ 知事は、前項の規定により土地の区域を指定しようとするときは、あらかじめ埼玉県開発審査会の意

見を聴かなければならない。 

県条例第５条 

２ 知事は、前項ただし書の規定により予定建築物等の用途を別に指定しようとするときは、あらかじめ

埼玉県開発審査会の意見を聴かなければならない。 

 

６ 埼玉県開発審査会の審議事項に関する了解事項 

埼玉県開発審査会運営規程第２条第３号の規定に基づき、以下の事項を審議するこ

とが埼玉県開発審査会から了解されました。 
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（１）埼玉県知事が指定しようとする土地の区域 

県条例第６条第１項第１号の規則に基づき、埼玉県知事が予定建築物の用途を限

り指定、変更、又は廃止しようとする土地の区域。 

（２）事務処理市町村の長が指定しようとする土地の区域 

法第３４条第１２号の規定により開発行為について定めた条例の規定に基づき、

地方自治法第２条第４項に規定する基本構想に基づいて策定した土地利用に関する

計画に即して事務処理市町村の長が予定建築物の用途を限り指定、変更、又は廃止

しようとする土地の区域のうち、事務処理市町村の長の求めがある土地の区域。 

（３）都市計画法第３４条の２第１項及び法第４３条第３項の規定に基づく協議 

埼玉県知事又は事務処理市町村の長が協議を行うにあたり、法第３４条第１４号

又は政令第３６条第１項第３号ホの規定に適合していることをもって協議が成立す

るとした事項。 

 

７ 埼玉県開発審査会の公開 

埼玉県開発審査会規則第８条により、原則として会議は公開されます。傍聴に

関する規程は次のとおりです。 

 

埼玉県開発審査会の傍聴に関する規程（平成１４年３月１８日 開発審査会会長決裁） 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、埼玉県開発審査会規則（平成１７年埼玉県規則第１０５号）第１１条の規定に基

づき、埼玉県開発審査会（以下「審査会」という。）が公開で行う会議の傍聴に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 （傍聴券の交付） 

第２条 審査会の議長（以下「議長」という。）は、会議の会場における秩序を維持するため必要があ

ると認めるときは、傍聴席に相応する数の傍聴券を発行し、その所持者に限り傍聴させることができ

る。この場合において、会議を傍聴しようとする者は傍聴券の交付を受け、入場の際、議長が指名し

た係員に、これを提示しなければならない。 

２ 前項の傍聴券は、会議の当日先着順に交付するものとする。 

 （危険物等の持ち込みの禁止） 

第３条 会議を傍聴しようとする者は、次に掲げる物（略）を会議の会場へ持ち込んではならない。 

 （入場の禁止） 

第４条 議長は、前条の規定に違反する者、その他会議の会場において会議を妨害すること又は不当な

行状をすることを疑うに足りる顕著な事情があると認められる者の、会議の会場への入場を禁止する

ことができる。 

 （傍聴人の守るべき事項） 

第５条 傍聴人は、会議の傍聴にあたっては、次に掲げる事項（略）を守らなければならない。 

２ 議長は、傍聴人が前項の規定に違反する行為をするときは、これを制止し、又は係員をして制止さ

せることができる。 

 （退場命令） 

第６条 議長は、第２条若しくは第３条の規定に違反し、又は前条第２項の制止に従わない傍聴人があ

るときは、当該傍聴人に対し、退場を命じることができる。 

２ 議長は、前項の命令に従わない傍聴人があるときは、係員をして当該傍聴人を退場させることがで

きる。 

 


